
第10章　国民健康保険

国保ご当地キャラクター けんこうくんとあんしんちゃん



　国民健康保険は、病気やケガをしたときに安心して医療等が受けられるために、加入者が納める

保険税と国や県からの負担金・交付金等で医療費負担を支え合う制度です。

　後期高齢者医療制度や職場の健康保険などの加入者、生活保護の受給者以外は、すべての方が

国民健康保険に加入します。

国民健康保険加入状況 　　＊各年度３月末現在(単位:人･％)

100,042 25.49%

99,902 25.37%

99,757 24.74%

100,009 23.97%

100,032 23.32%

　宜野湾市においては、後期高齢者医療制度が導入された平成20年以降、国民健康保険加入者数の

総人口に占める割合は徐々に減少しています。

　　　　＊年齢別医療費の自己負担割合

療養給付費

　　＊各年度保険者負担額（医療費の7割又は8割）

２．国民健康保険給付状況など

令和3年度

令和5年度

国保負担額

レセプト件数

令和6年度

医療費の３割負担

（１）療養給付費（診療費<入院･入院外･歯科>、調剤及び食事等に係る分）

6,569

令和6年度

１．国民健康保険のしくみ

ることができます。残りについては国民健康保険が負担します。

総人口年　度

医療費の２割負担

国民健康保険加入者数

うち前期高齢者数

被保険者数

6,888

被保険者総
数に占める
割合

(単位:円・件)

6,056,825,151

300,848

5,659,886,832

285,031

令和3年度令和2年度

総人口に
占める被
保険者数
の割合

医療費の２割負担
※ただし、現役並み所得者は３割負担

　国民健康保険加入者は、かかった医療費の一部（一部負担金）を支払うだけで医療を受け

28.45%

28.16%

令和2年度

7,081

6,898

6,821

27.01%

令和4年度

6,196,838,704

314,158

義務教育就学前まで

義務教育就学～69歳

70歳～74歳

令和4年度

27.94%

27.96%

6,314,457,643

316,187

令和5年度

6,239,839,842

314,446

世帯数

45,962

46,340

46,798

47,497

48,271

被保険者
総数

25,503

25,343

24,675

23,976

23,329

世帯数

15,204

15,229

15,024

14,901

14,746
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　次のようなときで費用の全額を支払った場合、申請後国保の審査で認められれば、保険給

付分を払い戻します。

　①急病などで、医療機関に(※1)資格確認書等が提示できなかったとき(緊急時、 やむを得ない場合）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　※１資格確認書等＝資格確認書又はマイナ保険証

　②コルセットなどの治療用補装具を購入したとき（医師が必要と認めた場合）

　③骨折、ねんざ、脱臼などで柔道整復師の施術を受けたとき

　⑤輸血のための生血代を負担したとき

　⑥海外旅行中などに診療を受けたとき（治療目的で渡航した場合は対象外）

療養費支給内訳

 診療費

件数

 補装具

件数

 柔道整復師

件数

 はり・きゅうなど

件数

 合　計

件数

＊「はり・きゅうなど」にあんま・マッサージ、移送費、その他を含む

　医療費の自己負担額が高額になったとき、自己負担額のうち限度額を超えた分を高額療養

費としてあとから支給します。高額療養費の対象となるのは、保険診療によるものに限られ、

入院時の食事代や差額ベッド代は対象となりません。

 100人当たり件数

沖縄県

全　国

＊100人当たり件数は「国民健康保険の実態」より　「－」は未発表

　国民健康保険の加入者が出産した時は、出産育児一時金として48.8万円（産科医療補償制

度加入機関で出産の場合は50万円）を申請（出産日の翌日から２年）により支給します。

　平成21年10月より出産育児一時金の支払方法の一つとして、妊婦が出産費用を支払うため

にあらかじめまとまった現金を用意することなく、出産育児一時金を妊婦に代わって市が医

療機関に対して支払う「直接支払制度」が始まりました。

※事業年報より（決算額は過年度の差額支給分等を含むため、上記の給付額とは異なる。）

5,763

7,316,494

396

46,246,702

8,778,322

597

6,726,522

229

23,425,364

　④はり、きゅう、マッサージなどを受けたとき（医師が必要と認めた場合）

件　数 159 151

6,985

－

－

令和5年度

63,207,984

152

給付額 66,651,860 63,182,443 63,854,014

129

（４）出産育児一時金

　(単位:円・件)

令和2年度 令和3年度 令和4年度

56.87 62.01 65.09

71.03 75.82 78.95

48.22 51.85 55.81

14,334

58.64

件　数 12,405 13,222 14,081

支給額 997,582,867 1,016,580,207 1,052,863,605 1,089,524,401

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

－

令和6年度

61,404,000

123

1,103,877,359

15,090

63.06

－

（３）高額療養費

（２）療養費

（単位：円･件）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

415437369

8,231,5759,373,8527,112,850

5,8235,9305,697

24,646,09525,430,61225,055,373

215250221

5,976,2335,607,9365,362,496

592597858

11,098,11811,068,38713,615,626

7,0457,1457,490

49,952,02151,146,34550,845,253

令和6年度

13,682,536

563

6,187,189

202

24,112,567

5,814

6,204,264

364

50,186,556

6,943

令和6年度

　(単位:円・件)
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　国民健康保険加入者が死亡した時は、申請により葬祭を行った人に２万円を支給します。

　国民健康保険加入者が新型コロナウイルス感染症に感染し、又は発熱等の症状があり感染が

疑われることにより会社を休み、事業主から十分な給与等が受けられない場合に傷病手当金と

して支給します。（令和２年度より制度創設）

※令和５年５月８日以降は対象外。（新型コロナウィルスが感染症法上の「２類」から「５類」

 へ移行による）

※保険給付の権利の時効により令和７年５月７日をもって申請受付を終了する。

　（根拠規定：【国民健康保険法第110条】時効）

（７）医療費の動向

　医療費は年齢の上昇にともなって高くなる傾向があります。国保は高齢者が多いため、

１人当たりの医療費（10-5参照）が高くなっています。

＊医療費＝10割分（保険負担分＋自己負担分等）で、診療費（入院･外来･歯科）、調剤、療養費等に係る分。

医療費には療養給付費、療養費、高額療養費、高額介護合算療養費、移送費が含まれます。

（８）国民健康保険事業費納付金

　平成30年度から国民健康保険が広域化になったことにより、都道府県は、国民健康保険事業費

に要する費用に充てるため、市町村から国保事業費納付金を徴収することになりました。

国保事業費納付金は、市町村ごとの医療費水準と所得水準等で按分し、市町村ごとに納付額が決

定されます。

件　数 9 64 204

令和2年度 令和3年度

0支給額

令和5年度 令和6年度

121,611351,153 3,025,004 8,206,006

0

103

8,568,096,626

277,072,684 284,927,088

令和4年度 令和6年度

8,747,967,789

685,352,461596,270,594

（単位：円）

計

　(単位:円・件)

令和6年度

296,613,719

令和4年度

令和6年度

814,906,432

令和4年度

被保険者 7,903,878,230 8,380,995,902

（単位：円）

令和2年度

2,460,000

123

6

（５）葬祭費

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

2,060,000

令和3年度

（６）傷病手当金

件　数 102 134 112

支給額

支援分 684,079,710

2,040,000 2,680,000 2,240,000

介護分 287,598,973 242,591,601

令和3年度

3,410,712,607 3,443,129,697

医療分 2,473,710,338 2,397,723,886 2,448,287,462 2,372,351,009

785,851,600

3,445,389,021 3,236,586,081 3,801,523,183

令和5年度

8,659,613,295

令和5年度

2,690,003,032

令和2年度
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　国民健康保険税は、国民健康保険加入者の医療費の支払いにあてる財源として使われています。

　国民健康保険税は、４月から翌年３月までの12ヶ月のうちの国民健康保険に加入する月数で税額

を計算し世帯ごとに納めていただきます。年度途中での他市町村への転出や、社会保険等に加入した

場合は、保険税が月割（その前月分まで）で計算されることになります。逆に年度途中での他市町

村からの転入や、社会保険等の資格を喪失した場合は、保険税は転入した月、または喪失した月から

　介護保険料は40歳以上のすべての方に納めていただきますが、その中の国民健康保険加入者で40

歳から65歳未満の方の介護保険料については、国民健康保険税として納めていただきます。

　世帯の所得に応じて計算

　世帯の加入者数に応じて計算

　一世帯あたりの計算

　世帯の所得に応じて計算

　世帯の加入者数に応じて計算

　一世帯あたりの計算

　介護被保険者の所得に応じて計算

　介護被保険者数に応じて計算

　介護被保険者がいる世帯で計算

（４）国民健康保険税　現年度分収納状況

調定額

収納額

収納率

調定額

収納額

収納率

調定額

収納額

収納率

沖縄県

全国

※「－」は未発表。令和5年度沖縄県の数値は速報値

参考
94.64% 95.20% 94.25% 94.76% -

93.69% 94.24% 94.14% -

1,964,314,841

95.50% 95.44% 93.66% 94.82% 94.00%

-

計

1,948,431,800 1,950,571,500 2,305,573,500 2,046,891,600 2,089,751,300

1,860,776,602 1,861,607,182 2,159,373,500 1,940,776,315

100.00%

退職被保
険者分

4

4

1,964,314,841

95.50% 95.44% 93.66% 94.82% 94.00%

一般被保
険者分

1,948,431,796 1,950,571,500 2,305,573,500 2,046,891,600 2,089,751,300

1,860,776,598 1,861,607,182 2,159,373,500 1,940,776,315

　　　　　　　　　　最高限度額　　170,000円

（単位：円･%）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

　　　　　　　　　　最高限度額　　260,000円

40歳以上65歳未満の方には医療分、支援分に介護分を加えます。

介護分

所得割 2.80%

均等割 9,600円

平等割 6,600円

平等割 22,800円

　　　　　　　　　　最高限度額　　660,000円

支援分

所得割 2.66%

均等割 8,300円

平等割 8,000円

（３）国民健康保険税率

　国民健康保険税の算出方法は⇒医療分・支援分・介護分を合算した額が保険税となります。

　①医療分（所得割＋均等割＋平等割）

　②支援分（所得割＋均等割＋平等割）　　合算　⇒　最高限度額　1,090,000円

　③介護分（所得割＋均等割＋平等割）

医療分

所得割 7.43%

均等割 23,000円

３．国民健康保険税

（１）国民健康保険税

月割で計算されることになります。

（２）介護保険料
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（１）財政状況

　国保財政は、高齢化や医療の高度化に伴う医療費の増加、後期高齢者医療制度や介護保険制度を支える

ための負担の増加等の影響で、財政状況が年々悪化しています。

　国・県の補助金や国保税などの自主財源では賄えないため、不足分の一定額を一般会計からの法定外

繰入金で補てんしています。

　※⑦は、保険給付費等交付金（普通交付金、特別交付金）に係る前年度精算額を控除し、翌年度に行われる

　　当該年度の普通交付金の精算額を加えた額

（２）1人当たり調定額と医療費の推移

沖縄県

全　国

沖縄県

全　国

＊調定額･収納額は現年度分

 －

365,565

 －

（単位：円）

 －

87,343

23,930

令和6年度令和5年度

△6,336万円 △6億8,219万円

91,417

80,994

25,229

⑧ 実質的な単年度収支

　　③-④-⑤+⑥+⑦
△3億4,524万円 △2億5,247万円

 －

1,971万円

△694万円

令和6年度

114億4,269万円

114億2,143万円

2,126万円

3億5,459万円

0

△3億2,056万円

403,817

25,500

⑤ 繰越金 0 0

1人当たり医療費

被保険者数（年度平均） 25,728

1人当たり調定額 75,739

令和2年度 令和3年度

⑦ 県支出金等精算額 △240万円 △549万円

⑥ 前年度繰上充用金 8億9,624万円 11億3,907万円

④ 法定外繰入金 1億円 7億5,000万円

③ 決算額　①-② △11億3,907万円 △6億3,605万円

② 歳出決算額 114億6,759万円 119億7,261万円

４．財政状況・1人あたりのデータなど

① 歳入決算額 103億2,852万円 113億3,656万円

令和2年度 令和3年度 令和4年度

115億1,769万円

118億6,093万円

△3億4,324万円

3億5,735万円

0

6億3,605万円

118万円

72,667

99,37897,179

76,518

令和4年度

74,113

96,625

328,667

329,719

307,209

350,320

339,613

358,503

370,881 394,729

令和5年度

119億7,871万円

119億9,842万円

△1,971万円

10億1,173万円

0

3億4,324万円

601万円

353,945

369,631

 －

24,466

83,689

 －

 －
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（３）診療費の推移など

沖縄県

全　国

沖縄県

全　国

沖縄県

全　国

沖縄県

全　国

沖縄県

全　国

＊診療費は診療（入院・入院外・歯科）に要した費用額で、調剤・訪問看護は含まない

＊受診率（100人当たり受診件数）＝件数／被保険者数（年度平均）×100　　
＊沖縄県・全国は「国民健康保険の実態」より「－」は未発表

（４）後発医薬品(ジェネリック医薬品）の利用状況等

【後発利用率計算式】  後発医薬品の数量/（後発医薬品のある先発医薬品の数量+後発医薬品の数量）

令和６年度 1,383,669 14,730,225 16,113,893 91.40%

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
（単位：円・日）

令和6年度

17,065,548 88.20%

 －

1.8

33,382

 －

264,667

33,661

17,880

14,864,544

後発利用率
（％）

17,082

1,074

772

34,029

17,581

1.9

2.1  －

1.9

2.0

2.02.0

1.9

1件当たり日数 2.0

1件当たり診療費 33,499

1日当たり診療費

28,905

16,582 17,691

15,78415,196

243,076 280,087

17,298

 －

 －

 －

－ －

 －

286,971

令和３年度

270,3111人当たり診療費

 －

　受診率

318,289

計

15,938,044

847

 －

28,776 28,927

35,423  －

795

290,677

 －

 －

18,022

 －

33,887

 －

1.9

15,495

289,678

17,509

34,883

1.9

262,549

310,572

1,943,605

後発医薬品のある
先発医薬品の数量

87.80%令和２年度 13,994,439

747

1,010

726

1,997,115

 －

 －

832810

 －830

1,100

16,861,659

2,010,615 15,054,933

令和５年度 1,786,613 15,068,176 16,854,789

令和４年度

89.40%

後発医薬品の数量

88.20%

35,536

 －282,444
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５．国民健康保険の現状と今後の展望

　

　
国民健康保険は、社会保険等に加入していないすべての市民を被保険者として、病気やけが

などの療養の給付、出産、死亡等その他の保険給付を実施する制度で、国民皆保険制度の中核
として重要な役割を担っています。

国民健康保険は、他の職域保険（被用者保険等）と比較すると、年齢構成が高く、平均所得
が低い特徴があります。これは、国民健康保険財政を悪化させる最大の要因といわれ、高齢化
の進展、医療の高度化などによる医療費の高騰が財政難に拍車をかけています。国保財政は、
基本的に保険税と公費で半分ずつ負担し、傷病等の保険給付に合わせて予算を編成します。そ
のため医療費が増加すると、国・県からの補助金などを差し引いた残りを保険税に求めること
から、必然的に保険税率を引き上げなければなりませんが、高齢者や低所得者の加入率が高い
状況の中で、保険税率を急激に見直すことは難しい状況であるため、毎年繰上充用及び決算補
填目的の多額の法定外繰入金に頼らざるを得ないという構造的な課題を抱えています。
 

このような問題に対応するため、平成27年5月に医療保険制度の財政基盤の安定化、負担の公
平化、医療費適正化の推進等を目的とした「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健
康保険法等の一部を改正する法律」が成立しました。この法律により、国の財政支援が拡充さ
れるとともに、平成30年度から都道府県が国保の財政運営の責任主体となりました。

都道府県は、安定的な財政運営や効率的な事業運営の確保に中心的な役割を担い、制度の安
定化のために主体的な役割を果たし、市町村は、地域住民と身近な関係の中、資格管理や保険
給付、保険税率の決定、賦課・徴収、保健事業等の地域におけるきめ細かい事業を引き続き
行っています。

また、県は市町村とともに国民健康保険の保険者となるにあたり、平成30年3月に「沖縄県国
民健康保険運営方針」、令和3年3月に「沖縄県国民健康保険運営方針（第2期）」を定め、令和
6年度以降も引き続き、沖縄県国民健康保険の安定的な運営、負担の公平化及び医療費の適正化
を目指し、併せて、市町村が担う事務の標準化、効率化、共同処理等を一層推進することを目
的に「沖縄県国民健康保険運営方針（第3期）」を令和6年3月に策定しました。

本市においても、平成30年8月に「宜野湾市国民健康保険財政健全化計画」、令和3年3月に
「第2期宜野湾市国民健康保険財政健全化計画」、令和6年3月に「第3期宜野湾市国民健康保険
財政健全化計画」を定め、計画的な赤字解消に取り組んでいるところです。この取り組みの一
環として平成8年度以来となる保険税率の改定を令和2年度、令和4年度及び令和7年度に実施し
ております。収納率については、保険税の徴収強化や納付環境の整備を行いながら収入の確保
に努め、沖縄県国民健康保険運営方針（第３期）で定められた保険者規模別収納率目標94.3％
を上回るよう取り組んでおり、現年度分収納率は、令和5年度94.82％、令和6年度94.00％と
なっております。

本市の国民健康保険財政健全化を達成するためには、国保税の水準を県から示される標準保
険税率に近づけていく必要があり、今後も適正な税率の検討や徴収強化等による安定的な収納
確保を図り、財政健全化に取り組んでまいります。
 

加えて、医療費適正化の取り組みとしましては、糖尿病、高血圧症、脂質異常症などの生活
習慣病の予防や早期発見・早期治療を目的として40歳以上の被保険者を対象に特定健診・特定
保健指導を実施しております。

今後は、毎年健診を受けるリピーター受診及び40～50代の未受診者対策強化に加え、３年連
続未受診者への対策を強化するなど、受診率向上を図ります。

また、生活習慣病対策を効果的に実施するために自治会や医療機関等と連携体制を構築し、
市民と共にさらなる疾病予防・健康づくり事業の充実強化などに取り組むほか、糖尿病性腎症
重症化予防事業や慢性腎臓病（CKD）対策など重症化予防対策を引き続き推進することで医療費
の抑制に取り組みます。
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国民健康保険財政健全化に向けた取組

（１）医療費の適正化に向けた取組

　被保険者の資格の適正化、レセプト点検の充実強化、第三者求償事務の充実強化、柔道整復療

養費の適正化、ジェネリック医薬品に関する情報提供等の医療費適正化を推進します。また、令

和７年度も引き続きジェネリック医薬品の使用割合90％以上を目標として、達成に向け取り組み

ます。

（２）適正な保険税率の検討、収納率の向上対策等

　適正かつ公平な課税に向けて、所得の把握や未申告者への申告勧奨等に取り組むとともに、収

納体制の充実・強化及び国保税収納率の安定確保のために、納付の周知や口座振替等の推進、滞

納処分の強化に努めます。また、保険税率見直しの検討等を図ることにより国民健康保険財政の

健全化や事業の安定化に努めます。

（３）保健事業の取組

　地域住民の健康保持推進と健康水準の向上を図るため、健康増進課と連携を図りながら、健康

づくりの普及活動に取り組みます。また、地域住民の健康意識の向上及び自発的な健康づくりの

推進、特定健康診査受診率・特定保健指導実施率の向上に努め、生活習慣病の早期発見や重症化

を防ぐことで医療費の抑制につなげます。
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